
総
選
挙
直
後
、
衆
議
院
で
41
議
席
を
獲

得
し
た
「
日
本
維
新
の
会
」
は
「
来
年
の

参
議
院
選
挙
で
改
憲
国
民
投
票
の
実
施
」

を
表
明
。
ま
た
、
改
憲
案
を
論
議
す
る
た

め
に
「
憲
法
審
査
会
」
の
定
例
開
催
を
要

求
。
こ
れ
に
対
し
、
国
民
民
主
党
も
「
衆

参
両
院
の
憲
法
審
査
会
は
毎
週
開

い
た
ら
い
い
」
と
呼
応
し
、
立
憲

野
党
か
ら
離
脱
し
ま
し
た
。

「
お
試
し
改
憲
」
が
突
破
口
か

現
在
、
憲
法
改
悪
を
狙
う
国
会

議
員
は
衆
議
院
で
４
党
（
自
民
、

公
明
、
維
新
、
国
民
）
合
わ
せ
て

３
２
４
議
席
か
ら
３
４
５
議
席
に

増
え
ま
し
た
。
こ
れ
で
改
憲
国
民

投
票
実
施
に
向
け
た
憲
法
審
査
会

の
開
催
と
そ
の
頻
度
、
改
憲
項
目

の
議
論
が
大
き
な
攻
防
と
な
る
で

し
ょ
う
。
そ
の
動
向
の
一
つ
に
、

改
憲
を
党
是
と
す
る
自
民
党
総
裁

の
岸
田
文
雄
首
相
は
11
月
の
記
者

会
見
で
、
衆
院
選
を
踏
ま
え
て
「
改
憲
論

議
の
促
進
」
を
強
調
。
こ
れ
で
自
民
党
や

維
新
の
会
な
ど
、
改
憲
項
目
の
違
い
は
あ

る
も
の
の
、
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
に
並
び
ま

し
た
。
そ
の
手
法
は
、
大
衆
受
け
す
る
改

憲
項
目
か
ら
改
憲
国
民
投
票
を
実
施
し
、

そ
の
後
、
自
民
党
は
改
憲
の
「
本
丸
」
で

あ
る
「
改
憲
４
項
目
」
の
憲
法
９
条
に
自

衛
隊
明
記
、
緊
急
事
態
条
項
新
設
で
国
民

支
配
の
強
化
を
狙
っ
て
い
ま
す
。

ち
な
み
に
、
衆
議
院
選
挙
で
の
各
党
の

改
憲
に
関
す
る
立
場
は
左
図
の
通
り
で
す
。

も
う
「
軍
靴
の
足
音
が
聞
こ
え
る
」

改
憲
論
議
と
一
体
に
進
む
の
は
「
中
国
・

朝
鮮
の
脅
威
」
と
「
台
湾
問
題
」
を
通
じ

た
防
衛
予
算
（
軍
事
費
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
２
％
）

の
増
強
で
す
。
そ
の
た
め
に
「
国
家
安
全

保
障
戦
略
」
の
改
定
と
「
防
衛
計
画
大
綱
」
、

「
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
」
の
見
直
し
で
、

今
や
軍
靴
の
足
音
が
聞
こ
え
ま
す
。

「
改
憲
反
対
」
の
声
を
大
き
く
し
、
国
民

投
票
を
阻
み
ま
し
ょ
う
。
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院内外で市民と野党の共闘を強め
２０２２年参議院選挙を勝ち抜こう！

10
月
31
日
に
投
開
票
さ
れ
た
衆
議
院
選
挙
。
こ
の
結
果
を
巡
っ
て
各
政
党
の
様
々

な
論
議
の
一
つ
が
「
改
憲
」
で
す
。
総
選
挙
後
、
確
か
な
こ
と
は
改
憲
勢
力
が
衆
議

院
の
３
分
の
２
を
占
め
、
来
年
夏
の
参
議
院
選
挙
（
任
期
満
了
７
月
25
日
）
を
改
憲

の
争
点
と
す
る
こ
と
で
す
。

ど
う
し
て
も
負
け
ら
れ
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に
は
衆
議
院
選
で
の
立
憲
野
党
の
共

闘
を
さ
ら
に
前
進
さ
せ
参
議
院
選
挙
に
挑
む
準
備
を
始
め
ま
し
ょ
う
。

変
え
ち
ゃ
ダ
メ
！
〝

憲
法
は
日
本
社
会
の
道
し
る
べ
〟

政党名 憲法への態度・衆議院選での政策

自民党
「憲法９条に自衛隊の明記」「緊急事態対応」

「参議院の合区解消」「教育充実」の4項目で早

期の憲法改正実現を目指す

立憲
民主党

立憲主義に基づいて国民の権利拡大に寄与する

観点から憲法議論を進める。一方、憲法9条への

自衛隊の明記については、平和主義という憲法

の基本原理などを守る

公明党
新しい理念が憲法改正でしか解決できない課題

で「加憲」を検討。

日本
共産党

憲法9条を生かした外交で平和な日本とアジアを

つくるため、憲法前文を含む全条項を厳格に守

り、平和的・民主的条項の完全実施を求める

国民
民主党

「データ基本権」を新設する。衆議院の解散権

の制限や、臨時国会の召集期限の明文化など

日本維新
の会

「緊急事態条項」「道州制の導入で統治機構改

革の実現」「教育無償化」「憲法裁判所の設置」

れいわ
新選組

現行法や法改正でできることを最大限に実行。

憲法25条が定めた最低限度の生活保障などを守

るように国民が監視するべき。緊急事態条項は

必要ないので、新設に反対

社会
民主党

憲法の理念を暮らしに生かす。2015年に成立

した安保法制は廃止を目指す。「重要土地規制

法」の廃止も目指す

新社会党
改憲には反対。憲法３原理（国民主権、基本的

人権の尊重、平和主義）を活かす政治の実現。

憲法前文・９条を世界に広げる

改憲国民
投票NO！



１
９
４
８
年
に
国
連
で
「
世
界
人

権
宣
言
」
が
採
択
さ
れ
て
か
ら
既
に

70
年
以
上
が
経
過
し
ま
し
た
。
「
国

連
自
由
権
規
約
委
員
会
」
は
２
０
２

０
年
に
日
本
国
内
の
人
権
問
題
で
14

項
目
の
回
答
を
求
め
、
「
国
際
ア
ム

ネ
ス
テ
ィ
」
は
日
本
の
深
刻
な
８
つ

の
人
権
問
題
を
指
摘
し
（
要
旨
は
別

掲
参
照
）
是
正
を
求
め
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
れ
は
氷
山
の
一
角
で

す
。
あ
き
ら
か
に
差
別
と
人
権
侵
害

と
な
る
い
く
つ
か
を
紹
介
し
ま
す
。

労
働
争
議
に
刑
事
介
入
し
人
権
侵
害

２
０
１
９
年
、
関
西
生
コ
ン
労
組

の
労
働
争
議
に
警
察
、
司
法
が
介
入

し
、
80
名
以
上
の
組
合
員
が
不
当
逮

捕
さ
れ
、
委
員
長
ら
が
６
０
０
日
以

上
拘
留
さ
れ
ま
し
た
。
２
０
２
１
年

７
月
に
は
大
阪
地
裁
は
委
員
長
に
懲

役
３
年
、
執
行
猶
予
５
年
の
判
決
。

こ
の
問
題
で
日
本
労
働
法
学
会
の

代
表
理
事
経
験
者
ら
78
人
が
、
警
察

や
検
察
、
裁
判
所
を
批
判
す
る
声
明

を
発
表
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
韓
国
サ
ン
ケ
ン
労
組
の
争

議
を
支
援
す
る
尾
澤
孝
司
さ
ん
に
対

す
る
、
サ
ン
ケ
ン
電
気
本
社
前
で
の

不
当
逮
捕
と
５
月
以
来
の
長
期
拘
留

も
大
き
な
人
権
侵
害
で
す
。

労
働
争
議
に
国
家
権
力
が
介
入
し

刑
罰
権
の
行
使
は
、
国
際
人
権
法
か

ら
見
て
も
労
働
基
本
権
の
侵
害
と
恣

意
的
拘
禁
の
双
方
で
重
大
な
権
利
侵

害
に
該
当
し
ま
す
。

沖
縄
基
地
反
対
リ
ー
ダ
ー
を
長
期
拘
束

沖
縄
米
軍
基
地
反
対
運
動
の
リ
ー

ダ
ー
で
あ
る
山
城
博
治
さ
ん
は
２
０

１
６
年
10
月
に
有
刺
鉄
線
１
本
を
切

断
し
た
と
器
物
損
壊
の
現
行
犯
で
逮

捕
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
10
月
20

日
に
公
務
執
行
妨
害
と
傷
害
の
容
疑

で
再
逮
捕
さ
れ
、
翌
年
３
月
の
保
釈

ま
で
、
５
カ
月
間
に
わ
た
っ
て
長
期

に
勾
留
さ
れ
ま
し
た
。
２
０
１
８
年

３
月
に
は
那
覇
地
方
裁
判
所
は
山
城

さ
ん
に
懲
役
２
年
、
執
行
猶
予
３
年

の
不
当
判
決
を
出
し
ま
し
た
。

こ
の
山
城
博
治
氏
の
長
期
拘
留
は

沖
縄
の
基
地
反
対
運
動
へ
の
政
治
的

意
図
を
持
っ
た
差
別
と
弾
圧
に
他
な

り
ま
せ
ん
。

難
民
・
移
民
へ
の
差
別
的
入
管
行
政

１
９
９
７
年
以
降
、
全
国
の
入
管

収
容
施
設
で
、
少
な
く
と
も
20
名
の

被
収
容
者
の
生
命
が
奪
わ
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
う
ち
、
死
亡
に
関
す
る
調

査
結
果
が
公
表
さ
れ
た
の
は
、
２
件

の
み
で
す
。

 
そ
の
中
に
２
０
２
１
年
、
名
古
屋

出
入
国
在
留
管
理
局
に
収
容
さ
れ
て

い
た
ス
リ
ラ
ン
カ
人
女
性
ウ
ィ
シ
ュ

マ
・
サ
ン
ダ
マ
リ
さ
ん
が
３
月
６
日

に
死
亡
し
た
事
件
が
あ
り
ま
す
。
ウ

ィ
シ
ュ
マ
さ
ん
は
今
年
に
は
衰
弱
し

て
歩
け
ず
、
支
援
団
体
も
再
三
、
入

院
や
点
滴
な
ど
を
求
め
ま
し
た
が
、

最
後
ま
で
そ
う
し
た
措
置
が
な
い
ま

ま
死
亡
し
ま
し
た
。

そ
の
後
、
彼
女
の
妹
さ
ん
と
代
理

人
弁
護
士
は
11
月
９
日
、
当
時
の
入

管
局
長
ら
と
看
守
責
任
者
を
殺
人
容

疑
で
告
訴
状
を
名
古
屋
地
検
に
提
出

し
ま
し
た
。

ち
な
み
に
２
０
１
８
年
８
月
の
調

査
で
は
、
被
調
査
者
90
人
の
う
ち
収

容
期
間
が
１
年
以
上
の
人
は
66
人
（
73

％
）
で
す
。
ま
た
、
収
容
期
間
が
全

体
の
半
数
弱
（
43
人
）
が
１
年
半
以

上
で
す
。
実
に
３
人
に
１
人
（
30
人

）
が
２
年
を
超
え
て
い
ま
す
。
そ
の

原
因
は
司
法
判
断
抜
き
の
入
管
独
自

の
収
容
期
間
決
定
、
難
民
や
外
国
人

に
対
す
る
入
管
行
政
の
差
別
意
識
が

温
床
に
あ
る
か
ら
で
す
。

国
連
人
権
理
事
会
は
日
本
の
入
管

に
対
し
恣
意
的
拘
禁
の
国
際
法
違
反

だ
と
指
摘
し
、
日
本
政
府
に
「
出
入

国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
」
を
見
直

す
よ
う
に
求
め
て
い
ま
す
。

今
だ
続
く
部
落
差
別
、
最
近
の
コ

ロ
ナ
差
別
と
人
権
侵
害
も
問
題
視
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

改
め
て
他
国
の
人
権
問
題
と
同
時

に
、
自
国
の
人

権
侵
害
と
差
別

に
日
本
政
府
と

マ
ス
コ
ミ
は
メ

ス
を
入
れ
る
べ

き
で
す
。
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新社会党機関紙「新社会」を読みませんか

月４回発行・タブロイド判・月額700円・送料１６８円

お問い合わせ先

人権問題は中国だけか？

自国内の人権問題の免罪は許されない！
中
国
の
「
新
疆
ウ
イ
グ
ル
自
治
区
」
の
「
人
権
問
題
」
を
米
欧
諸
国
や
日
本
政
府
、

マ
ス
コ
ミ
は
こ
ぞ
っ
て
非
難
し
て
い
ま
す
。
今
や
「
烏
の
鳴
か
ぬ
日
は
あ
っ
て
も
中
国

批
判
の
な
い
日
は
無
い
」
日
本
社
会
。
こ
れ
に
加
え
中
国
を
代
表
す
る
テ
ニ
ス
選
手

の
彭
帥
（
35
）
さ
ん
の
問
題
も
浮
上
し
、
米
国
を
は
じ
め
北
京
冬
季
五
輪
に
外
交
使

節
団
を
派
遣
し
な
い
『
ボ
イ
コ
ッ
ト
』
を
検
討
中
。

米
欧
諸
国
は
経
済
、
軍
事
、
外
交
問
題
の
対
立
を
「
人
権
」
問
題
ま
で
持
ち
出
し
、

北
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
ボ
イ
コ
ッ
ト
ま
で
エ
ス
カ
レ
ー
ト
さ
せ
て
い
ま
す
。

中
国
に
限
ら
ず
米
国
を
は
じ
め
世
界
各
国
に
も
人
権
侵
害
は
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ

ん
。
ち
な
み
に
日
本
国
内
に
も
数
々
の
人
権
侵
害
と
差
別
が
山
積
し
て
い
ま
す
。
司

法
も
マ
ス
コ
ミ
も
、
そ
し
て
私
た
ち
も
そ
の
実
態
を
直
視
す
べ
き
で
す
。

日
本
の
人
権
問
題
で
８
つ
の
勧
告

①
「
死
刑
制
度
の
透
明
性
の
欠
如
」

と
国
際
基
準
の
未
導
入
②
「
ジ
ェ
ン

ダ
ー
差
別
」
③
「
民
族
差
別
・
朝
鮮

学
校
の
差
別
」
④
差
別
的
な
監
視
・

情
報
収
集
⑤
表
現
・
集
会
の
自
由
の

抑
制
⑥
「
難
民
・
技
能
実
習
生
差
別
」

⑦
「
旧
日
本
軍
の
性
奴
隷
の
非
賠
償
」

⑧
「
表
現
・
集
会
の
自
由
抑
制
」


